
１　病床機能報告（速報値）及び熊毛支庁独自調査結果と2025（H37）年の必要病床数

熊毛支庁
独自調査

2018年
（H30年）

①

2025年
(H37年)

②

H29.10時点等

③

医療機関所在地
ベース

高度急性期 0 0 54 18.8 18.8 75% 25

急 性 期 190 190 257 123.1 123.1 78% 158

回 復 期 167 217 90 133.5 192.6 90% 214

慢 性 期 94 44 72 90.2 117.8 92% 128

休 棟 等 ※ 19 19 0 － － － －

計 470 470 473 365.6 452.3 － 525

※　「休棟等」には，無回答分を含む。

２　病床機能報告及び熊毛支庁独自調査結果と2025(H37)年必要病床数との差

独自調査
との差

2018年
（H30年）

①－Ａ

2025年
(H37年)

②－Ａ

2017年

③－Ａ

高度急性期 △ 25 △ 25 29

急 性 期 32 32 99

回 復 期 △ 47 3 △ 124

慢 性 期 △ 34 △ 84 △ 56

休 棟 等 19 19 0

計 △ 55 △ 55 △ 52

熊毛医療圏の平成30年度病床機能報告（速報値）結果等と地域医療構想における必要病床数との比較について

医療機能

病床機能報告（速報値）及び
熊毛支庁独自調査結果

地域医療構想

2025(H37)年に
おける医療需要

2025(H37)年における医療受給（医療提供体制）

当該構想区域
に居住する患者

の医療需要
（人/日）

現行の医療提供体制が
変わらないと仮定し，
患者の流出入が現状の
まま継続するものとし

て推計（人/日）

将来のあるべき医療
提供体制を踏まえ他
の構想区域に所在す
る医療機関により供
給される量を増減し
て推計（人/日）

病　床
稼働率

必要
病床数
（床）

Ａ

H30年度報告（速報値）H31.2.15時点

患者住所地
ベース

36.6

168.5

193.2

117.8

－

516.1

医療機能

H30年度報告との差

【熊毛支庁独自調査】
１　対象
　病床機能報告において急性期・回復期と回答のあった，種子島産婦人科

　医院を除く医療機関が対象。
２　調査方法等
　・　Ｈ29年10月診療分の入院患者を1日あたりの医療資源投入量で
　　（3,000点以上（高度急性期）/600点以上3,000点未満（急性期)/225点
　　以上600点未満（回復期）/225点未満）で区分した場合の各区分のおよ
　　その人数を調査。
　・　独自調査の対象外医療機関，未回答医療機関の病床数については，
　　病床機能報告の数字を引用。

【病床機能報告】
１　対象

　7月1日時点で一般病床・療養病床を有する病院及び有床診療所が対象。
２　調査方法等
　　病棟毎に7月1日時点の病棟単位の医療機能を4つの機能（高度急性期/
　急性期/回復期/慢性期）の中から，各医療機関の判断で１つ選んで回答
　する調査。

資
料

2
-
1

資
料

２



◎　平成30年度病床機能報告結果（速報値）H31.2.15時点

高度急性期 急性期 回復期 慢性期 休棟等 介護保険施設等 計
社会医療法人義順顕彰会
種子島医療センター

0 112 90 0 0 0 202

公立種子島病院 0 0 60 0 0 0 60

医療法人徳洲会
屋久島徳洲会病院

0 45 0 94 0 0 139

社会医療法人鹿児島愛心会
中種子クリニック

0 0 17 0 0 0 17

医療法人　中目医院 0 18 0 0 0 0 18

種子島産婦人科医院 0 15 0 0 0 0 15

計 0 190 167 94 0 0 451

高度急性期 急性期 回復期 慢性期 休棟等 介護保険施設等 計
社会医療法人義順顕彰会
種子島医療センター

0 112 90 0 0 0 202

公立種子島病院 0 0 60 0 0 0 60

医療法人徳洲会
屋久島徳洲会病院

0 45 50 44 0 0 139

社会医療法人鹿児島愛心会
中種子クリニック

0 0 17 0 0 0 17

医療法人　中目医院 0 18 0 0 0 0 18

種子島産婦人科医院 0 15 0 0 0 0 15

計 0 190 217 44 0 0 451

◎　平成29年度病床機能報告結果（確定値）

高度急性期 急性期 回復期 慢性期 休棟等 介護保険施設等 計
社会医療法人義順顕彰会
種子島医療センター

0 114 90 0 0 0 204

公立種子島病院 0 60 0 0 0 0 60

医療法人徳洲会
屋久島徳洲会病院

0 45 0 95 0 0 140

社会医療法人鹿児島愛心会
中種子クリニック

0 0 17 0 0 0 17

医療法人　中目医院 0 18 0 0 0 0 18

種子島産婦人科医院 0 15 0 0 0 0 15

高岡医院 0 0 0 19 0 0 19

計 0 252 107 114 0 0 473

医療機関名称 高度急性期 急性期 回復期 慢性期 休棟等 介護保険施設等 計
①社会医療法人義順顕彰会
種子島医療センター

45 118 19 22 0 0 204

②公立種子島病院 1 27 29 3 0 0 60

③医療法人徳洲会
屋久島徳洲会病院

8 79 41 12 0 0 140

④社会医療法人鹿児島愛心会
中種子クリニック

0 0 0 17 0 0 17

⑤医療法人　中目医院 0 18 0 0 0 0 18

⑥種子島産婦人科医院 0 15 0 0 0 0 15

⑦高岡医院 0 0 0 19 0 0 19

計 54 257 90 72 0 0 473

※1　①～③・・・熊毛支庁独自調査「地域医療構想に関する現状把握のための調査（H29.10月時点）」の結果を反映。

※2　④～⑦・・・H28年度病床機能報告結果を反映。

医療機関名称
2017（H29）年７月１日現在の医療機能

病床機能報告等　内訳

医療機関名称
2018（H30）年７月１日現在の医療機能

医療機関名称
2025年７月１日現在の医療機能

◎　熊毛支庁独自調査（H29.10月時点）
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※　「鹿児島県地域医療構想」より抜粋
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◎ 基金活用の手続き等について （例）病床の分化連携・支援事業
① 補助事業対象の確認等のための所管課との事前協議

② 地域医療構想調整会議における意見聴取

③ 採択可否の決定等

※ 各事業において，公募の仕方等が異なるため，それぞれの事業の所管課に

確認する必要がある。



１　事業実施主体が郡市医師会・医療機関等である事業

1 継 郡市医師会

急性期から在宅医療・介護までの機能分化・
連携の推進や，地域包括ケアシステムの構
築に向けた医療・介護の連携を図るためICT
を活用した情報共有基盤整備を促進する。

保健医療福祉課

2 継
がん診療連携
拠点病院等

良質かつ適切ながん医療等を効率的に提供
する体制の確保を図るため，がん診療連携
拠点病院，地域がん診療病院等である医療
機関において，がんの診断，治療に必要な
設備の整備に要する経費を助成する。

健康増進課

3 継 医療機関
医療機関が行う病床の機能分化・連携を促
進するための施設・設備の整備に要する経
費を助成する。

保健医療福祉課

4 新 県歯科医師会
在宅歯科医療の提供体制を充実させるた
め，鹿児島県歯科医師会が設置する口腔保
健センターの施設整備に対して補助する。

保健医療福祉課

5 継
訪問看護
事業所等

医療依存度の高い高齢者等の在宅生活を
支えるために，高度で専門的な知識と技術を
持つ特定行為研修を終了した看護師の養成
を支援するため，訪問看護事業所等に対し，
特定行為研修を受講する看護師の修学に要
する経費を助成する。

医療人材確保対策室

6 新 県歯科医師会

歯科医療技術の高度化に対応する質の高い
歯科衛生士・歯科技工士を養成するため，
歯科衛生士・歯科技工士の養成施設である
鹿児島歯科学院専門学校の施設整備に対し
て補助する。

保健医療福祉課

7 継 市町村
産科医療体制の確保が困難な地域におい
て，市町村が新たに産科医師等を確保する
ための取組に要する経費を助成する。

子ども家庭課

8 継
医療法人，社会
医療法人等

新人看護職員卒後臨床研修の実施体制を
確保するため，医療機関に対して，教育担当
者の配置等に必要な経費を助成する。

医療人材確保対策室

9 継
団体・
法人等

看護師等養成所における教育内容の充実・
向上を図るため，学校法人等が設置する養
成所の運営費等を助成する。

医療人材確保対策室

10 継
社会福祉法人，
医療法人等

看護職員等の医療従事者の離職防止を図る
ため，病院内保育所の運営に要する経費を
助成する。

医療人材確保対策室

在宅歯科医療連携拠点
・障害者歯科診療所等
施設整備事業

歯科衛生士・歯科技工士
養成所施設整備事業

看護師特定行為
研修受講支援事業

　Ⅲ　医療従事者の確保に関する事業

産科医療体制
確保支援事業

看護師等養成所
運営費補助事業

病院内保育所
運営費補助事業

新人看護職員卒後
教育研修補助事業

　Ⅱ　居宅等における医療の提供に関する事業

令和元年度　地域医療介護総合確保基金事業（医療分）一覧

No
新
・
継

事業名
（事項名等）

事業実施
主体

内　　容 所管課

　Ⅰ　地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する事業

医療・介護ネットワーク
整備事業

がん診療施設
設備整備事業

病床の
機能分化・連携支援事業
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２　その他県事業等（委託を含む）

1 継 県立病院

地域医療支援病院やがん診療連携拠点病
院等となっている県立病院において，歯科衛
生士の派遣を受け，がん患者等に対する口
腔ケア等を実施することにより，患者の口腔
機能の維持・改善や全身状態の向上，誤嚥
性肺炎の予防等を図る。

県立病院課

2 新
県

（一部委託）

地域医療構想の進め方について，各構想区
域における地域医療構想調整会議の参加者
や議長，事務局を含む関係者間の認識を共
有する観点から研修会等を開催する。

保健医療福祉課

3 継 県

地域包括ケアシステム構築に係る医療介護
連携の推進を図るため，在宅医療・介護連
携に関する協議会を開催するとともに，患者
が病院と自宅等との間で円滑に入退院でき
るよう，地域における市町村や医療・介護関
係者による入退院調整に係るルール策定を
支援する。

高齢者生き生き推進
課

4 新
県

（委託）

人生の最終段階における医療と介護の連携
体制の整備及び，「人生の最終段階におけ
る医療・ケアの決定プロセスに関するガイド
ライン」普及のため，国が実施している「人生
の最終段階における医療体制整備事業意思
決定支援教育プログラム（Ｅ－ＦＩＥＬＤ）」指導
者研修の受講者が講師となり，医療・介護関
係者等を対象とした多職種参加型の研修会
や，市町村が実施する研修，事例検討会，
情報交換会，普及啓発等の支援を行う。

高齢者生き生き推進
課

5
組
替

県
（一部委託）

在宅での医療的ケアを必要とする小児患者
やその家族が，安心して療養できる地域の
支援体制づくりを推進するための研修会を開
催するとともに，医療的ケア等を必要とする
家族や支援者等に対して，在宅療養に必要
な情報を提供する。

子ども家庭課

6 継 県医師会

在宅医療を推進するため，地域包括ケアシ
ステムにおいて重要な役割を担う「かかりつ
け医」の普及啓発を図るとともに，認定制度
を運営する。

医療政策係

7 継
県

（県歯科医師会
に委託）

在宅歯科医療を推進するため，県歯科医師
会内に在宅歯科医療連携室を設置し，医師
会や医療関係機関との連携体制の構築，在
宅歯科医療等に関する相談・支援等や訪問
歯科衛生士の人材育成等を行う。

健康増進課

8 継
県

（精神科病院に
委託）

精神科救急医療体制の充実を図るため，処
遇困難患者の対応や平日夜間等の診療を
行う「精神科救急地域拠点病院」を指定し，
精神科救急医療体制の充実を図る。

障害福祉課

9 継
県

（県歯科医師会
に委託）

歯科診療所のない離島について，継続的な
治療を要する義歯の製作・調整，重度の虫
歯，歯周病の治療等に対応するため，従来
の「離島歯科巡回診療事業」に診療回数を
追加することにより，住民の歯科医療を確保
する。

保健医療福祉課

医療・ケア意思決定
プロセス支援事業

No
新
・
継

事業実施
主体

内　　容 所管課
事業名

（事項名等）

　Ⅰ　地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する事業

患者口腔管理
推進事業

　Ⅱ　居宅等における医療の提供に関する事業

地域医療構想推進事業

精神科救急医療
地域支援体制強化事業

離島歯科医療等体制
充実事業

在宅歯科医療連携室
機能強化事業

かかりつけ医普及啓発事業

在宅医療・介護連携
推進支援事業

小児在宅医療環境向上事業
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10 継
県

（一部鹿児島大
学病院へ委託）

鹿児島大学病院に設置した地域医療支援セ
ンターにおいて，医師派遣の要請に係る調
整や医師のキャリアパス形成支援等を行う。

医療人材確保対策室

県

医師修学資金貸与制度の実施，地域枠修学
生に対する離島・へき地医療実習の実施，
「ドクターバンクかごしま」による医師の積極
的な募集活動及び医療機関への斡旋等の
実施等。

医療人材確保対策室

女性医師復職研修事業
県

（医療機関へ委
託）

現在離職中の女性医師の再就業を支援する
ため，復職に向けた研修を実施する。

医療人材確保対策室

離島・へき地医療視察支
援事業

県
医師の確保を推進するため，県内の離島・
へき地の医療機関等での勤務を希望する県
外在住医師等が現地視察を行う。

医療人材確保対策室

臨床研修病院連携強化
事業

県

県内の臨床研修病院間の連携強化を図り，
臨床研修医確保対策を推進する県初期臨床
研修連絡協議会の運営に必要な経費を負担
する。

医療人材確保対策室

専門医等養成支援事業 県

小児科，産科（産婦人科），麻酔科，救急科，
総合診療科において，初期臨床研修後，引
き続き各学会の指定（認定）病院等で専門医
となることを目指して研修を受ける者に対し，
研修奨励金を支給する。

医療人材確保対策室

特定診療科医師派遣事
業

県
（鹿児島大学病
院に委託）

鹿児島大学と連携して，産科医等が不足す
る県立病院をはじめとする地域の中核的な
病院等に産科医等を派遣する。

医療人材確保対策室

医師修学資金貸与事業 県
医師修学資金を貸与し，離島・へき地等の公
的医療機関等に勤務する医師の確保を図
る。

医療人材確保対策室

地域枠修学生離島・へき
地医療実習等

県
（鹿児島大学病
院へ委託）

地域枠修学生について，入学から卒業する
までの間，地域医療に対する熱意の保持増
進をはかるとともに，離島・へき地医療等に
対する理解を深め，医学的知識や技術等の
修得を促進することを目的に，へき地，国保
診療所等における研修等を実施する。

医療人材確保対策室

ドクターバンク運営事業 県

本県における地域医療の確保・充実を図る
ため，県内での就業を希望する医師の積極
的な募集活動及び医療機関への斡旋，女性
医師の復職支援などを行う「ドクターバンク
かごしま」を設置する。

医療人材確保対策室

特定診療科医師派遣事
業

県
（鹿児島大学病
院へ委託）

鹿児島大学と連携して，産科医が不足する
県立病院をはじめとする地域の中核的な病
院等に産科医等を派遣する。

医療人材確保対策室

12 継 県

勤務医の勤務状況の改善，業務負担の軽減
を図るとともに，特に業務負担の多い勤務医
等に対する支援を実施し，医師の離職防止
を図る。

子ども家庭課

13 継
県

（県歯科医師会
に委託）

歯科衛生士の人材確保を図るため，現在離
職中の歯科衛生士に対し，再教育を目的と
した講習・実習等を実施する。

保健医療福祉課

14 継
県

（一部県看護協
会に委託）

看護職員の資質向上を図るため，医療機関
等の新人看護職員，実習指導者や看護師養
成所の教員等を対象に各種研修会等を開催
する。

医療人材確保対策室

事業実施
主体

内　　容

歯科衛生士確保対策事業

看護師等卒後
教育研修事業

医師勤務環境改善等事業

No
新
・
継

事業名
（事項名等）

　Ⅲ　医療従事者の確保に関する事業

地域医療支援センター
設置事業

所管課

継11

緊急医師確保対策事業
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15 継
県（一部県看護
協会に委託）

看護職員確保対策として取り組んでいる県
や関係機関の事業について，評価及び課題
解決の方策の検討及び新人看護職員の卒
後臨床研修における実施体制を確保するた
めの検討を行う。

医療人材確保対策室

16 継
県（県看護協会
に委託）

医療機関における看護職員確保や看護職員
の復職・定着を促進するため，未就業看護
職員に対する再就職相談や講義，実習等を
行い，また，看護師が不足している地域にお
いて，ナースセンターとハローワークが連携
して就業相談を実施する。

医療人材確保対策室

17 継
県

（委託）

医療機関が勤務環境改善に取り組む当た
り，労務管理面・医業経営面から専門家によ
る指導・助言を行う医療勤務環境改善支援
センターを運営する。

保健医療福祉課

18 継 県

休日及び夜間において，入院治療を必要と
する小児重症傷救急患者の医療を確保する
ため，小児救急医療拠点病院の運営に要す
る経費を助成する。

子ども家庭課

19 継
県（県医師会，民
間業者に委託）

県内全域を対象とした電話相談事業を委託
により実施し，同一の短縮番号に電話をした
小児患者の保護者等に対し，看護師等が症
状に応じた適切な助言を行う。

子ども家庭課

20 継 県医師会

救急医療体制の充実・強化を図るため，医
療機関からの依頼に基づき，24時間CT画像
等の遠隔診断を行う「かごしま救急医療遠隔
画像診断センター」の運営に要する経費を助
成する。

保健医療福祉課

新
・
継

事業名
（事項名等）

所管課
事業実施
主体

内　　容

小児救急電話相談事業

かごしま救急医療遠隔画像
診断センター運営事業

No

看護職員確保対策推進事業

ナースセンター事業

医療勤務環境改善
支援センター運営事業

小児救急医療拠点病院
運営費補助事業
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